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令和元年度県営林事業の実施状況について 
 

令和２年６月 19 日 

                                                                        森 林 保 全 課  

 

１ 概要 

  令和元年度県営林事業は，第２期県営林中期管理経営計画に基づき，事業地・事業体の確保による

計画的な木材生産や，コストの削減，有利販売に取り組んだ結果，目標とする経常利益を確保した。    

なお，事業実施状況の詳細については，８月開催予定の県営林管理経営評価委員会で検証を行う。 
 

２ 実施状況 

(1) 成果目標 

素材生産量の確保【 目標 45,350㎥ ⇒ 実績 49,978㎥ 】 

事業の早期着手や月次の工程管理を行った結果，素材生産量の目標を達成した。 
 

(2) 主な取組 

  事業地・事業体の確保及びコスト削減・有利販売について，次の取組を実施した。 

区 分 主 な 取 組 

事業地の確保 
前年度に実施した先行調査の結果を基に，施業プラン書作成，土地所有者

交渉を行い，事業地（19事業地）を早期に確保した。 

事業体の確保 
事業体が年間事業計画を立てられるよう，まとまりのある規模の事業地を

早期発注し，事業体（16団体）を確保した。 

コスト削減 
既存の集出荷施設に大ロットで直接出荷を行うことで，仕分け・運送コス

トの削減を図った。 

有 利 販 売 
取引実績のある県内製材工場や集出荷施設等に対して，需要に応じた直接

協定取引（全取引量の 98.4%）を行うことで，売上高が計画を上回った。 

 

３ 事業計画と実績 

  木材生産の請負事業については，利用間伐は計画を上回ったが，主伐は収益が見込めない区域での

実施を取り止めたため，計画を下回った。 

バイオマス材は，発電の燃料としての需要に対応し，供給強化を図ったため，計画を上回った。 

立木販売及び保育については，全体の収益を勘案し，事業量を調整したため，計画を下回った。   

事業全体では面積は計画を下回ったが，材積は計画を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用間伐 250 ha 15,000 ㎥ 254 ha 15,229 ㎥ 4 ha 229 ㎥

主　　伐 10 ha 2,600 ㎥ 5 ha 1,315 ㎥ ▲ 5 ha ▲ 1,285 ㎥

計 260 ha 17,600 ㎥ 259 ha 16,544 ㎥ ▲ 1 ha ▲ 1,056 ㎥

3,750 ㎥ 12,952 ㎥ 9,202 ㎥

260 ha 21,350 ㎥ 259 ha 29,495 ㎥ ▲ 1 ha 8,145 ㎥

80 ha 24,000 ㎥ 50 ha 20,483 ㎥ ▲ 30 ha ▲ 3,517 ㎥

340 ha 45,350 ㎥ 309 ha 49,978 ㎥ ▲ 31 ha 4,628 ㎥

200 ha 165 ha ▲ 35 ha

540 ha 45,350 ㎥ 474 ha 49,978 ㎥ ▲ 66 ha 4,628 ㎥

55,000 ｍ 57,080 ｍ 2,080 ｍ

増　減（B)-(A)

－

面　積 材　積

－

－保　　　育
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計
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材
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計

作業道開設（延長） － －
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材　積面　積

－ －
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面　積

合　　　　計

－ －
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産
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４ 収支計画と実績 

木材の有利販売を推進するなど売上高の確保に努めるとともに，流通経費の縮減等により，目標と

する経常利益を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 

 

５ 分収造林事業の経営改革に伴う一般会計の負担 

  令和元年度は，県営林特別会計への繰出金 136百万円と第三セクター等改革推進債償還金 1,299百

万円を一般会計から支出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 貸借対照表 

固定資産は，森林資産が７百万円増加して 5,585百万円となった。固定負債は，119百万円減少し

て 1,193百万円となった。純資産は，127百万円増加して 4,278百万円となった 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

区分 計画(A) 実績(B) 増減(B-A) 備考(主な増減理由)

請負事業 236,821 254,966 18,145 有利販売による販売単価の上昇

立木販売 105,024 90,507 ▲ 14,517 立木販売(主伐)事業量の減

計 341,845 345,473 3,628

233,123 223,545 ▲ 9,578 請負事業(主伐)事業量の減

168,931 165,422 ▲ 3,509
請負事業（利用間伐）の仕分け，運送
コストの減

▲ 60,209 ▲ 43,494 16,715 ①-②-③

192,967 235,688 42,721
分収金（Ｈ30）の増加に伴う前年度繰
越金の増

70,823 123,367 52,544 分収金（Ｈ30・Ｒ１）の増

61,935 68,827 6,892 ④+⑤-⑥

69,899 62,146 ▲ 7,753 作業道補修費の減

23,316 26,931 3,615 立木補償金の増

4,468 4,629 161 立木補償に係る分収金の増

▲ 51,051 ▲ 39,845 11,206 ⑨-⑧-⑩

10,884 28,983 18,099 ⑦+⑪

169,014 165,029 ▲ 3,985 職員給与費確定による減

▲ 158,130 ▲ 136,046 22,084 ⑫-⑬ 一般会計からの繰入必要額

項　　目

⑪経常利益

⑩営業外費用

⑨営業外収益

⑧販売管理費

⑦経常利益

⑥営業外費用

①売上高

保
 
育

⑭純利益

⑬特別損失

⑫経常利益　計

木
 
材
 
生
 
産 ⑤営業外収益

④営業利益

③販売管理費

②生産原価

（単位：百万円）

流動資産 74 流動負債 189 流動資産 79 流動負債 193

固定資産 5,578 固定負債 1,312 固定資産 5,585 固定負債 1,193

　 森林資産 3,489 　 森林資産 3,495
　 土　　地 2,089 　 土　　地 2,089

 計 5,652  計 5,652  計 5,663  計 5,663

※端数調整により合計が一致しない場合がある。

純資産 4,278純資産 4,151

平成30年度決算 令和元年度決算見込

（単位：百万円）

H25 H26～H30 R1 累計

県 営 林 特別 会計
へ の 繰 出 金

－ 825 136 961

第三セクター等改
革 推 進 債償 還額

－ 6,539 1,299 7,838

県 債 権 放 棄 額 33,264 － － 33,264
旧(一財)広島県農林振興センターの
民事再生に伴う債権放棄

区　　分

償還期間:H26～R5
償還予定額:13,001百万円

備　　考
年　度

⑭純利益の赤字について，一般会計
で補填



　≪　県営林事業費特別会計　貸借対照表　（R１決算見込）　≫

（単位：円）

科　　　　目 当年度（R１末） 前年度（H30末） 増　減 科　　　　目 当年度（R１末） 前年度（H30末） 増　減

Ⅰ　資産の部 Ⅱ　負債の部

　１　流動資産 　１　流動負債

　　現金預金 71,700,000 69,800,000 1,900,000 　　賞与引当金 1,474,667 1,540,667 ▲ 66,000

　　販売用資産 7,063,595 4,433,217 2,630,378 　　分収金引当金 71,700,000 69,800,000 1,900,000

　　短期借入金 119,551,336 118,024,378 1,526,958

流動資産合計 78,763,595 74,233,217 4,530,378 流動負債合計 192,726,003 189,365,045 3,360,958

　２　固定資産 　２　固定負債

　　特定資産 0 0 　　長期借入金 1,192,619,679 1,312,171,015 ▲ 119,551,336

　　その他固定資産 5,584,503,541 5,578,023,501 6,480,040

　　　事業用資産 5,584,503,541 5,578,023,501 6,480,040 固定負債合計 1,192,619,679 1,312,171,015 ▲ 119,551,336

　　　　森林資産 3,495,020,541 3,488,540,501 6,480,040 負債合計 1,385,345,682 1,501,536,060 ▲ 116,190,378

　　　　土地 2,089,483,000 2,089,483,000 0 Ⅲ　純資産の部

　１　純資産 4,277,921,454 4,150,720,658 127,200,796

固定資産合計 5,584,503,541 5,578,023,501 6,480,040 純資産合計 4,277,921,454 4,150,720,658 127,200,796

資産合計 5,663,267,136 5,652,256,718 11,010,418 負債及び純資産合計 5,663,267,136 5,652,256,718 11,010,418

＊森林資産（固定資産）の内訳 （単位：円） ＊主な勘定科目

区　　　　分 金　　額 歳計現金の期末残高 賞与引当金

前年度森林資産 3,488,540,501 翌年度主伐予定の森林資産 分収金引当金

取得原価による増 13,543,635 短期借入金

販売用資産への振替による減 ▲ 7,063,595 長期借入金

合　　　　計 3,495,020,541 県有林における県有地

日本政策金融公庫借入残高（元金）

県職員翌年度賞与

土地所有者への分収金（翌年度支払）

翌年度の日本政策金融公庫償還金（元金）

土　　　地

森林資産＝前年度森林資産
＋取得原価－販売用資産

森林資産

現金預金

販売用資産

-
3-
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 重要な会計方針 

 この財務諸表作成の会計基準は，地方公会計基準に従うものとする。 

なお，森林資産に係る会計処理については，林業公社会計基準（平成 23年 3月 17日制定）を参考 

とする。 

 

（１）森林資産の評価方法 

① 平成 26年度（期首）における森林資産 

   ア 森林資産は，固定資産に属するものとし，その評価方法は（一財）広島県農林振興センター 

が民事再生時に分収造林（以下，センター林という。）事業を評価した方法，評価基準日（平成 

26年 3月 31日）により時価評価した。 

   イ その評価方法は，各事業地の調査結果に基づき，伐採・搬出方法や木材価格，今後必要な経 

費など，主に以下のような一定の前提条件の下，将来の収穫量から事業地毎，年度毎の収益を 

積算し，それらを平成 25年 1月 1日現在に割り戻して算出した収益額の現在価値を評価額と 

した。 

評価法 伐期 割引率 木材価格 分収割合 

市場価逆算法 70年 6.0％ H22～H24市況平均 7：3 

 

   ウ 以上から，県が事業譲渡を受けたセンター林の評価額と同様の方法で時価評価した既存県営

林の評価額を合算し，平成 26年度期首の森林資産評価額とした。 

（単位：千円） 

 センター林 既存県営林 合計価額 

森林資産評価額 639,524  2,669,130  3,308,654  

 

② 平成 26年度以降における森林資産 

    平成 26年度以降は，取得原価をもって森林資産とする。 

森林資産の取得原価は，森林整備に要した費用から森林整備に係る収入を控除した実事業費に

よることとし，取得原価から森林資産に係る直接的な補助金を控除する直接減額方式を採用する。 

また，林業公社会計基準においては，借入金の支払利息を森林整備に要した費用として取得原

価に計上しているが，県営林事業においてはこれを計上しないこととする。 

なお，取得原価に計上する費用，収入の内容及び補助金による圧縮記帳の実績は次のとおりで

ある。 

 

ア 取得原価に計上する費用及び収入の内容 

森林整備に要した 

費用の内容 

間伐等保育費，作業道開設・補修費，分収金，森林調査費， 

森林保険料 等 

費用から控除する 

収入の内容 
造林補助金，利用間伐売払収入 等 
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イ 補助金による圧縮記帳の実績                      （単位：千円） 

補助金等 

の名称 
区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

H26～R1 

累計 

造 林 

補助金 

補助金額 209,188 315,048 193,785 194,403 170,081 180,353 1,262,858 

圧縮額 209,188 315,048 193,785 194,403 170,081 180,353 1,262,858 

 

③ 販売用資産 

    森林資産は，分収造林契約に基づき収益を伴う伐採（主伐）が決定したとき，固定資産から流

動資産へ振り替える。 

なお，「収益を伴う伐採が決定したとき」とは，県営林事業に係る予算等において主伐の意思決

定がなされた場合をいう。 

 

（３）森林資産の減損処理 

① 森林資産の将来の経済的便益が著しく下落した時は，その回復の見込みがあると認められる場 

合を除き，その貸借対照表価額を正味売却価額まで減額する。 

② 上記，「将来の経済的便益が著しく下落した時」とは，次に揚げるような事象をいう。 

 ア 災害，火災及び獣被害等により，森林資産の使用可能性が著しく低下した場合 

 イ 森林資産の継続的な使用の停止，事業廃止などによる場合 

 ウ 時価が帳簿価額から概ね 50％を超えて下落している場合 

 

 

２ 森林資産に関する事項 

（一財）広島県農林振興センターの民事再生により県営林化された分収造林については，県の債権 

放棄や日本政策金融公庫への損失補償など財務諸表に表せない多くの県民負担がある。 

また，センター林と一体的に管理経営する森林資産は，その主伐による収益の獲得に至るまでが超 

長期であることから，将来的な収益はその間の社会経済情勢の変化に大きく影響される。 

したがって，森林資産に関してセンター分収造林事業の経営改革に伴う県民負担や，将来の収益見 

込み額等について，事業運営に係る重要な情報として注記するものとする。 

 

（１）分収造林事業の経営改革に伴う県民負担 

  ① （一財）広島県農林振興センターの民事再生（H25）に伴う県債権放棄額 

区   分 金  額（百万円） 備  考 

県債権放棄額（H25） 33,264  

 

  ② （一財）広島県農林振興センターの民事再生（H25）に伴う損失補償（第三セクター債償還）額 

区  分 金  額（百万円） 備  考 

第三セクター 
等改革推進債 
償還額 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 計 償還元金  12,837百万円 

償還期間   H26～R5 

償還予定額 13,001百万円 1,314 1,311 1,308 1,305 1,302 1,299 7,838 
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  ③ 県営林事業特別会計に係る一般会計繰入・繰出額 

区  分 金  額（百万円） 備  考 

一般 

会計 

年 度 S39～H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 計 

繰出－繰入 

▲2,329百万円 
繰入額 1,832 250 180 125 133 138 136 2,794 

繰出額 465 － － － － － － 465 

 

（２）正味売却価額の算定 

   森林資産の減損の兆候を把握するため，正味売却価額を算定するものとする。 

   なお，平成 28年 9月に貸借対照表を作成した際には，正味売却価額は長期収支見込額を評価年度

時点まで割り戻した額とし，５年を一期とする県営林中期管理経営計画の策定の際に再評価するこ

ととしていたが，平成 30年度から，正味売却価額は，総務省による「統一的な基準による地方公会

計マニュアル」や他府県の状況を参考に，次の方法により毎年度算定するものとする。 

 

  ① 正味売却価額の算定方法 

    正味売却価額＝県営林の齢級別植栽面積（標準伐期齢以上のスギ・ヒノキ） 

×森林保険金額（上限額）（ha当たり，樹種・齢級別） 

×森林保険金額（上限額）と実勢価格との比率（37.8％）（注１） 

×県営林全体に占める資源循環林の割合（80％） 

×分収造林契約・地上権設定契約上の県持分 

（センター林 68.3％ 既存県営林 62.6％）（注２） 

 

    注１）森林保険金額（上限額）と実勢価格との比率は，災害が発生した際に支払われる保険金

の限度額と，実際の森林の価値との差を補正するために算定する。 

実勢価格は，直近の年度に実施した立木販売（主伐）の実績に基づき，１ha 当たりの平

均立木販売価格から販売経費等を差し引いた金額を齢級ごとに算定したものとする。 

さらに，森林保険金額（上限額）と実勢価格の価格差を齢級ごとに比率として算定し，

その齢級ごとの比率の平均値（面積加重平均）を，森林保険金額（上限額）と実勢価格と

の比率とする。 

 

    注２）分収造林契約・地上権設定契約上の県持分については，分収割合の変更（県：土地所有

者＝６：４→７：３）に係る同意取得率（令和元年度末現在）を反映して算定した。 

 

  ② 正味売却価額（令和元年度末現在） 

区  分 
植栽面積（ha） 

（標準伐期齢以上のスギ・ヒノキ） 
正味売却価額（千円） 

センター林 8,770 5,177,138 

既存県営林 3,502 2,945,966 

計 12,272 8,123,104 

 


